
近森会グループ年報 2025

安全衛生委員会は、現在 27名（メンバー：12名、オブザーバー：15名）で活動している。
〈表 1〉
今年度の活動内容につき〈表 2〉に沿って振り返る。

Ａ.衛生管理活動
定期健康診断について

定期健康診断の受診率は 99.9%となっている。〈図 1～2、表 3・4-1～2〉
当グループの BMIを除いた有所見率の年次推移ついて、総合の有所見率は低下傾向であり、

項目別では、昨年度より肝機能・血中脂質の値が低くなっている。全国や高知県と比較すると、

例年同様に当グループの特性（受診者における男女比＝約 3：7、39歳以下と 40歳以上の年齢
比＝約 5：5、平均年齢＝39.2歳）が影響していると考えられる結果（全国や高知県より血圧・
肝機能・血中脂質・血糖などは低く、貧血は高い）となっている。〈図 3〉

BMIを含めた有所見率の年次推移については、総合の有所見率が増加傾向から低下に転じて
いる。項目別の傾向は例年同様（BMI・血中脂質・肝機能・貧血・血糖の有所見率が高い）であ
る。〈図 4〉性別でみると、男性の総合の有所見率が改善傾向で過去 5年のうち一番低い値とな
っており、BMI・肝機能・血中脂質の値も低下している。一方、女性の総合の有所見率は増加傾
向にあり、BMIの増加傾向と貧血、血中脂質の高止まりが課題である。年代別の傾向（39歳以
下に比べて 40歳以上の有所見率が高い）〈図 5-1～4〉、40歳以上のメタボリックシンドローム
の有病者及び予備軍に該当する者の傾向（女性に比べて男性に多い）〈図 6-1～3、表 5-1～3〉は
例年同様である。

有所見率の低減対策として、女性の貧血対策の継続や年齢を問わず早期からの生活習慣病対

策が重要であるが、健康管理センターでは、健康診断後に独自の基準に応じた状況確認・産業医

面談・保健指導などのフォローを実施しているほか、近森会健康保険組合から委託を受け、メタ

ボリックシンドロームの有病者および予備軍に該当する者に対しての特定保健指導も実施して

いる。今年度は産業医面談を 52件、保健指導を 34件、特定保健指導を 44件実施した。〈図 7-1
～6、表 6-1～6〉

特定業務従事者健診について

電離放射線、特定化学物質・有機溶剤、深夜勤に従事する職員を対象に年 2回の特定業務従事
者健診を実施している。

電離健康診断の実施者数は 320名であり、そのうち前年度 1年間の被ばく線量の報告におい
て、眼の水晶体の等価線量が 20mSvを超えた者はいなかった。〈図 8-1～3、表 7-1～3〉また、
被ばく線量の低減対策について、現場では画像診断部より未装着や装着不備に対する声掛けや、

線量監視による早期からのガラスバッジの保有個数の見直し、防護眼鏡・ドジリスの導入などが

実施されており、事業主側では、基準線量を超えた者に対して、本人および所属長への注意喚起・

意識づけを促す目的で「ケア線量報告書（実効線量 1.6mSv超/月、等価線量 水晶体 1.6mSv超
/月）」・「年度線量報告書（実効線量 20mSv超/年、眼の水晶体の等価線量 20mSv超/年 皮膚

150mSv超/月）」を通知、報告内容を基に担当者による現場確認や改善策の提案をしている。引
き続き状況を確認しながら、適切な被ばく線量の低減対策に取り組んでいきたい。

特定化学物質健康診断の実施者は 7名、有機溶剤対健康診断の実施者は 5名であり特に問題
なしである。管理体制等についても、作業主任者（化学物質管理者）である病理検査室副部長と

問題がない事を確認済みであり、安全衛生委員会にて現場での管理状況について報告を行って

いる。

安全衛生委員会

産業医 北村 龍彦、健康管理センター



感染症予防・ワクチン接種について

職業感染予防対策の一環として感染対策委員会と連携し、日本環境感染学会の指針に基づい

た感染症検診の実施および予防可能なウイルス疾患に対するワクチン接種の勧奨を行っている。

麻疹・風疹・水痘・ムンプス・B型肝炎（2024.9～）については、各自で入職までに抗体獲得

をする運用となっており、近森病院職員の抗体保有率は麻疹 91.9%、風疹 89.8%、水痘 98.7%、
ムンプス 94.8%、B型肝炎 94.3％となっている。〈図 9-1～20、表 8-1～20〉
結核については、新入職員と感染リスクが高い部署および検査に従事する在職者に対してイ

ンターフェロンーγ（IGRA）を用いた T-SPOT.TB検査を実施し、検査結果が陽性・判定不能・
判定保留となった職員には、産業医面談を実施し適切な対応を行なっている。〈図 10、表 9〉
また、上記 6つの感染症について、職場における感染症・感染事故発生時には、速やかに
該当者の抗体保有状況の把握が可能となるよう、職員へ「免疫記録」を定期的に新規作成・

更新し配布している。

その他の感染症予防としては、当グループ職員と外部委託業者を対象としたインフルエンザ

ワクチン接種、当グループ職員のみを対象とした新型コロナワクチン接種を実施している。今年

度の当グループの各ワクチンの接種者数・接種率はインフルエンザワクチンが 1655名：85.5%
〈図 11-1～5、表 10-1～5〉、新型コロナワクチンが 379名：19.5％であった。

Ｂ.健康づくり活動・産業保健活動
健康づくり活動について

有志主催にてソフトボール大会とソフトバレーボール大会を開催しており、次年度以降も継

続予定である。

産業保健活動について

口腔衛生活動では、6月の「歯と口の衛生週間」・11月の「いい歯の日」に、歯みがきに関す
る衛生行動を促進するため、歯周病等に関するパンフレットをサイボウズに掲示することで、全

職員への啓蒙を実施した。

過重労働対策では、総務課協力のもと時間外労働時間の把握（厚労省のガイドラインに基づき、

副業・兼業先を含めた院外での勤務時間も含む）を継続している。長時間労働者への対応として、

近森会独自の対応マニュアルを作成し、マニュアルに沿った対応を行っている。面談勧奨基準は

法令通りの月 80時間超えの者であり、年間で月 45時間超えが 5回以上、総残業時間が 600時
間以上の医師以外の者も含め、9名の職員に介入している。また、医師は月 70時間超え 80時間
以下の者、医師以外では年間で月 45時間超えが 4回の者や総残業時間が 540時間以上の者に対
しても状況確認を行い、早期介入に努めている。〈図 12〉引き続き、健康管理・安全配慮義務の
観点から対策を進める。

喫煙対策では、当院敷地内および周辺道路等での全面禁煙、職員の就業時間中の禁煙が定めら

れているほか、健康管理センターでは禁煙通信を利用したポピュレーションアプローチおよび

個別の禁煙チャレンジ呼びかけ等のハイリスクアプローチを実施し積極的に取り組んでいる。

しかし、当グループの喫煙者数・平均喫煙率は 195名：10.5% とやや増加している。40代以上
の根強い喫煙者に加えて、20～30代女性の喫煙者数・喫煙率の増加が目立っており、年代によ
る特徴やニーズに応じた喫煙対策が必要と考える。〈図 13-1～6、表 11-1～6〉
女性の健康管理では、情報提供（YouTubeサイトにて動画教材を限定公開）および理学療法

士によるオンライン講座（産前産後カラダケア：1回/月）、対面講座（骨盤底筋体操教室：1回
/月）を実施している。

メンタルヘルス対策では、復職支援、休職者数の推移確認や随時のこころの健康相談、ストレ

スチェックを実施している。

復職支援については、本人・所属長・産業保健スタッフがそれぞれの役割をもって連携するこ

とで円滑な職場復帰を目指す「復職支援制度実施要綱」の運用を継続している。

休職者数については、全体的な休職者数は概ね横ばいで推移しているが、心療内科・精神科へ

の通院者数は 24名（うち新規報告者 18名）と減少傾向である。こころの健康相談の利用者は、



実人数・延べ件数ともに前年度と同程度である。〈図 14、表 12〉今後もセルフケア、ラインケ
アを含めた職員への啓蒙・啓発活動などの予防活動に力を入れるとともに、メンタルヘルス対策

を継続していく必要があると考える。

ストレスチェックについては、2025 年度より外部業者へ委託し、メンタル不調者への早期対

応による年度内の離職者の減少を期待して 6月に実施した。ストレスチェック終了後には部門
長以上の管理職および各所属長に対して集団分析の結果返却を実施している。今年度の当グル

ープの受検者数・受検率は 1674名：90.6% 、高ストレス該当者・高ストレス者率は 169名：
10.0%、医師面接申出者数・申出率は 7名：0.4%であった。〈図 15-1～5、表 13-1～5〉面接申出
者のうち、1名は申出後にキャンセルがあり面接の実施はなかったが、残り 6名は全員が医師面
接を受けている（外部医師：2名、当院精神科医：2名、産業医：2名）。例年、医師面接の申出
者が少ない傾向にあるが、面接申出のない者へは申出勧奨および産業保健スタッフによる「ここ

ろの健康相談」の案内を実施し傾聴の機会を設けている。

腰痛予防対策では、安全衛生委員会の下部組織としてノーリフティングケア推進WGを設置
し、腰痛発生予防を目的として、通信を使用した広報活動や労災対応、技術指導、新人研修（画

像診断部・臨床検査部のトランスファー・ノーリフト研修）、その他、担当理学療法士による腰

痛予防体操、足と靴の悩み個別相談などを実施している。

職場巡視では、労災発生時の現場確認を行っている。加えて 2025 年 5 月から 8月に、看護部

と協働して月 2回のラウンドを実施した。熱中症指標計で環境測定を行い、温度は適正に保たれ

ていた反面、湿度は 60％を超える場所もみられた。職員は適宜ネッククーラーやサーキュレー

ターを使用し、体調管理に努めていた。今後も職場巡視を通して、安全衛生の啓発や、健康管理

センターの利用促進を目指す。

労働災害防止策では、労災発生時の調査・介入を随時行っている。今年度の発生件数・発生率

は 26件：1.4％と増加傾向、職種内訳では母数の多さも影響してか看護部が約半数を占めてい
る。事故の型は例年同様に動作の反動・無理な動作が 8件（うち 7件が腰痛関連、原因は患者移
乗等によるものが半数を占める）と最多であり、次いで第三者行為（咬まれた等）が 7件と増加

している。また、転倒・転落を合わせると 7件（うち 4件が 50 代以上）と増加していた。

〈図 16-1～7、表 14-1～7〉労災発生件数の低減に向けた取り組みとして、前述の腰痛対策のほ
か、転倒については健康管理の視点から、職員が自身の筋肉量や転倒リスクを認識できるように、

定期健康診断で健康測定（握力測定：全職員対象、閉眼片足立ち：50 歳以上の職員対象）を実施

し、測定結果に応じた注意喚起やアドバイスを行っている。

ハラスメント対策では、近森会全職員（パート・休職者含む）に対して、Safe-Masterを使用
し、動画視聴による研修を実施した。積極的な視聴の呼びかけ、未受講者への声掛けを行うこと

で、多くの職員にハラスメントに関する知識を得てもらえるよう努めた。

最後に

2025 年 10 月にリハ病院 8階に移転し、新しい環境での活動開始となった。今後も、健康管理

センターを基点とし、健康の確保、維持・増進に対する職員の関心がさらに向上することにより、

事業所における安全衛生水準を自律的に高めて、職員・家族の健康寿命の延伸、健康経営に寄与

できるような活動を充実させていきたいと考える。



表１

管理部 寺田 文彦 看護部 西村 剛

医師 （産業医） 北村 龍彦 理学療法科 前田 秀博

医師 （産業医） 中岡 洋子 薬剤部 丸岡 由貴

医師 浅羽 宏一 医事課 渡瀬 舜也

看護部 中島 久美 健康管理センター 坂本 悠

画像診断部 谷脇 貴博 健康管理センター 山中 胡桃

臨床栄養部 内山 里美 健康管理センター 楠瀨 美帆

臨床検査部 水田 綾香 看護部 （リハ） 岡本 真由美

総務課 林 夕起 理学療法科 （リハ） 高芝 潤

健康管理センター 村上 麻世 理学療法科 （リハ） 岩佐 恵子

健康管理センター 山中 真理菜 看護部 （リハ） 植田 彩子

健康管理センター 藤野 朋子 看護部 （オルソ） 中谷 明未

理学療法科 （オルソ） 塩田 直隆

理学療法科 （オルソ） 小松 弘典

健康保健組合 小松 左和

＊2026年3月時点

メンバー オブザーバー



2025年度安全衛生委員会活動一覧

表２

A 衛生管理活動

1 定期健康診断（感染症検診含む） 受診者数・受診率→延べ 2788名（99.9％） ＊図1～5-4、表3・4-1～2

2 雇入時健康診断（感染症・T-SPOT検査含む） メタボリックシンドローム調査 ＊図6-1～6-3、表5-1～5-3

3 健診結果の有所見者対応 状況確認、産業医面談、保健指導など ＊図7-1～６ 表6-1～6

4
特定業務従事者健診（電離放射線、深夜勤、特定

化学物質・有機溶剤）

上期→電離放射線（320名）深夜勤（790名）特定化学物質（7名）有機溶剤（5名）

下期→電離放射線（311名）深夜勤（735名）特定化学物質（7名）有機溶剤（5名）

眼の水晶体の被ばく線量低減対策を継続中 2021.12～

＊図8-1～3、表7-1～3

5 健康測定（THP事業） 握力測定（1回/年：全職員）・閉眼片足立ち（1回/年：50歳以上の職員 ）

6 給食業務従事者健診 毎月実施（赤痢、サルモネラ、O157・26・111） ※12月、1月はノロ検査を追加実施

7 麻疹・風疹・水痘・ムンプス抗体保有確認
2015年9月1日新入職員より入職日までに免疫獲得を行うよう運用変更

感染症情報の個人カード作成・配付 2019.8～（2025.5～新規様式へ変更）
＊図9-1～16 表8-1～16

8 Ｂ型肝炎抗体保有確認 できる限り入職日までに各自で免疫獲得を行うよう運用変更 2024.9~ ＊図9-17～20  表8-17～20

9 結核 T-SPOT.TB検査 ＊図10、表9

10 インフルエンザワクチン接種 接種費用：無料（健保組合の被保険者の職員に限り健保組合が全額補助を実施） ＊図11-1～5、表10-1～5

11 新型コロナワクチン接種

2024年度より近森会グループ職員を対象に運用開始

接種者数・接種率→ 379名（19.5％）

接種費用：無料（健保組合の被保険者の職員に限り健保組合が全額補助を実施）

12 安全衛生委員会（健康増進委員会） 12回/年：毎月第4木曜日

B

1 球技大会
・ソフトボール大会（1回/年：有志主催にて開催）

・ソフトバレーボール大会（1回/年：有志主催にて開催）

2 口腔衛生活動 歯の衛生週間に合わせてサイボウズにてポスター掲示（6月・11月）

3 過重労働対策
時間外労働時間調査中、長時間労働者への面談勧奨継続 2019.4～

副業・兼業先を含めた労働時間管理 2023.7～
＊図12

4 喫煙対策
・職員の就業中禁煙（休憩時間含む）実施 2017.7～

・喫煙率調査、禁煙通信発行（隔月）、禁煙補助剤購入費補助 2023.4.1～
＊図13-1～6、表11-1～6

5 女性の健康管理

動画教材(YouTube動画)を使用した情報提供 2023.9～

オンライン講座の実施（産前産後カラダケア） 2024.4～

対面講座の実施（骨盤底筋体操）2024.11～

6 メンタルヘルス対策 広報活動の強化、相談への対応、復職支援制度実施要綱作成・運用開始 2021.10～

7 こころの健康相談（疾病含む） 随時 ＊図14、表12

8 ストレスチェック

・1回/年 2025.6～

・高ストレス該当者への対応（医師面接申出勧奨）

・部門長以上の管理職への集団分析の結果返却 2023.2～

・部署への集団分析結果返却 2024.11～

・外部事業者（株式会社ウェルプラ）への事業一部委託 2025.6～

＊図15-1～5、表13-1～5

9 腰痛予防対策

・担当PTによる腰痛指導やフットケア

・ノーリフティングケア推進WG設置 2021.12～

通信による各施設の取組紹介、腰痛ラウンドや労災対応実施

・画像診断部・臨床検査部の新人研修（トランスファー・ノーリフト研修）2023～

10 職場巡視 労災での現場確認 2017.4～

11 労働災害防止対策 労災発生の報告に対して調査・介入（随時） 2017.4～ ＊図16-1～7、 表14-1～7

12 ハラスメント対策 ハラスメント研修（動画）実施 2024.12～

13 保健指導（特定保健指導含む） 対象者への指導勧奨継続、健保組合との連携強化、特保システム導入 2021.10～

14 広報活動 安全衛生通信発行（隔月）、各種イベント・勉強会案内（随時）

C

1 エイズキャンペーン ポスター掲示など啓蒙活動実施

2 全国安全週間 7月1日～7月7日   (6月1日～6月30日は準備期間)

3 全国労働衛生週間 10月1日～10月7日 (9月1日～9月30日は準備期間)

4 年末年始無災害運動 12月1日～1月15日

健康づくり活動・産業保健活動

その他












































